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１．はじめに 
 
近年、微小粒子状物質（PM2.5）や黄砂などがアジア大

陸方面から飛来する越境汚染が深刻な環境問題となって

おり、こうした飛来物質による人の呼吸器や循環器などへ

の健康影響も懸念されている。 
PM2.5 については、平成 21 年 9 月に環境基準が設定さ

れ、福井県内でも平成 22 年 4 月から測定を開始し、現在、

県内 9 地点で常時監視を実施している。 
また、気象庁の黄砂観測結果 1)によると、平成 17 年か

ら平成 26 年の 10 年間に、福井で黄砂の飛来が 49 日観測

されている。 
そこで本研究では、黄砂など福井県内に飛来する浮遊物

質の分布状況等を明らかにするための調査を行い、各調査

日の濃度分布における影響について検討した。 
 

２．方法 
 
２．１ 試料採取 

２．１．２ 採取装置 
大気中を浮遊する物質の採取法としては、粒径 10μm 以

下の浮遊粒子状物質（以下「SPM」という。）を自動測定

機（SPM 計）で採取する方法や、大気中の全浮遊物質（以

下「TSP」という。）をハイボリュームサンプラーで採取

する方法が用いられているが、本研究では低コストで可搬

性に優れた簡易採取装置を作成し、TSP を捕集した 2)。 
簡易採取装置の構成等は表 1および図 1のとおりである。 

 
表 1 簡易採取装置の構成等 

構   成 メ ー カ ー 型 式 等

吸引ポンプ 
A.P.BUCK 
INC 

The BUCK 
I.H.PUNPTM 

流量調整部 

積算流量計 ㈱シナガワ 
MODEL DC-2
(乾式ｶﾞｽﾒｰﾀ)

ホルダー 柴田科学㈱ 
φ47mm 
ｵｰﾌﾟﾝﾌｪｰｽ型 

捕 集 部 

フィルター 
Pall 
Corporation 

PTFE(φ47mm
孔径 2μm) 

  

 

 

 

 

 

 

 
図 1 簡易採取装置 

 

２．１．２ TSP 調査地点 

当センターでは、大気汚染防止法に基づき従来から

SPM 濃度の常時監視を実施しており、市等の測定局も含

め県内 26 地点（H25.4.1 時点）で測定している。この既

存の観測点に加え、本研究では嶺北地方を対象に、主に

SPM 濃度を観測していないエリアを補完するために越前

海岸から大野までを東西に結ぶ方向に TSP の調査地点を

選定した。 
なお、TSP濃度とSPM濃度の相関関係を把握するため、

SPM 濃度を測定している常時監視測定局の福井局と大野

局には TSP 濃度を観測するための簡易採取装置を設置し

た。TSP 調査地点の詳細は図 2 のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

２．１．３ 調査日 

調査日は、九州大学の大気浮遊粒子状物質および黄砂の

汚染状況をシミュレートする”SPRINTARS”3)や九州大

学 ／ 国 立 環 境 研 究 所 の 化 学 天 気 予 報 シ ス テ ム

“CFORS”4)気象庁の黄砂予測 5)などを活用して、エアロ

ゾルや黄砂が福井県内に飛来する可能性の高い日を選定

した（表 2）。 
採取時間は、環境省「微小粒子状物質（PM2.5）の成分

分析ガイドライン 6)」に準拠し、朝 10 時から翌日 10 時ま

での 24 時間とした。 
 なお、調査日における天候および降水量は表 2 のとおり

である。 
 
表 2 調査日の気象状況 

10 時～22 時 22 時～翌 10 時 
調査日 

天候 降水量 天候 降水量 

H25.10.31 曇 0 mm 曇 0 mm
H25.11.7 曇／晴れ 12.0 mm 晴れ 0 mm
H25.12.5 雨／曇 1.5 mm 雷 7.0 mm
H26.3.6 晴れ／雪 2.0 mm 曇 0 mm
H26.3.18 雨／曇 17.0 mm 晴れ 0 mm

※天候、降水量は福井地方気象台の観測データ 
 
２．２ 解析手法 
２．２．１ TSP 濃度への換算方法 

TSP 濃度の分布状況を解析するため、福井局および大野

局における TSP/SPM 濃度比率を用いて、各常時監視測定

局の SPM 濃度を TSP 濃度に換算する。 
 

番号 調査地点 場 所 等 

① 越前岬 国設越前岬酸性雨測定所

② 滝 波 滝波ダム管理所 
③ 福井局 常時監視測定局 
④ 上志比 永平寺町上志比支所 
⑤ 美 山 福井市美山総合支所 
⑥ 大野局 常時監視測定局 

【吸引ポンプ】 【積算流量計】

【ホルダー】

Air

Air 

【フィルター】

*1福井大学地域環境研究教育センター *2福井大学教育地域科学部 

図 2 TSP 調査地点 
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福井局と大野局における TSP/SPM 濃度比率が異なるこ

とから、各常時監視測定局の過去 5 年間（H21～H25）の

SPM 濃度平均値が、福井局と大野局のいずれかに近い値

を適用して各地点の TSP 濃度を算出した。 
各常時監視測定局の TSP/SPM 濃度比率の適用区分結果

は表 3 のとおりであり、後述の表 4 に示す地域特性から概

ね、人為発生源の寄与が大きい（小さい粒子の割合が高い）

と考えられる市街地と、自然発生源の寄与が大きい（大き

い粒子の割合が高い）7)と推定される郊外に分類された。 
 

表 3 各常時監視測定局の SPM 濃度（5年平均）と TSP/SPM

濃度比率適用区分            [μg/m3] 
 
安 島 局 宿 局 金 津 局 三 国 局 河 合 局 坂 井 局 中 川 局 社 局 センター局

19 18 20 20 19 20 14 15 21 
 
麻生津局 順 化 局 神 明 局 御 幸 局 武 生 局 武生北局 今 立 局 鯖江東局 武生西局

21 17 20 20 20 14 17 18 16 
 
     福井局の比率適用        大野局の比率適用 

 
２．２．２ 濃度分布図 

県内の嶺北地方について、緯度・経度の 1 度を 10 分割

した図 3 のメッシュ図（1 メッシュ：約 11km×約 9km）

を作成し、各メッシュ内で測定された各調査日における

SPM 濃度を 2.2.1 の方法により換算し、調査日ごとの TSP
濃度分布図を作成した。 
なお、同一メッシュ内に複数の常時監視測定局がある場

合には、平均値を用いた。各メッシュ内の測定地点は表 4
のとおりである。 
 

A B C D E F

G H I J K L

M N O P Q R

S T U V W X

Y Z AA AB AC AD

 
図 3 メッシュ図 

 
表 4 メッシュ内測定地点 

ﾒｯｼｭ記号 地点名 場所（地域特性） 

安 島 局 安島保育所（沿岸） B 
宿  局 宿保育所（住宅地） 

C 金 津 局 あわら市役所（市街地） 
三 国 局 三国西小学校（工業地帯に隣接）H 
河 合 局 河合小学校（田畑） 
坂 井 局 坂井中学校（田畑） I 
中 川 局 金津東小学校（田畑） 
滝  波 滝波ダム管理所（山間地） N 
社  局 ちもり体育館（住宅地） 
福 井 局 福井市豊島東公園（市街地） 
センター局 県衛生環境研究センター（田畑）

麻生津局 福井県立音楽堂（田畑） O 

順 化 局 順化小学校（市街地） 
P 上 志 比 永平寺町上志比支所（田畑） 

S 越 前 岬 国設越前岬酸性雨測定所（沿岸）

神 明 局
神明小学校（工業地帯に隣接した

住宅地） 

御 幸 局
御幸第一公園（工業地帯に隣接し

た住宅地） 
武 生 局 武生第一中学校（市街地） 

T 

武生北局 吉野児童センター（工業地帯） 
今 立 局 越前市今立図書館（田畑） U 
鯖江東局 定次公園（田畑） 

V 美  山 福井市美山総合支所（山間地） 
W 大 野 局 大野市交通公園（市街地） 
Y 武生西局 丸岡・沓掛ふれあい会館（山間地）

 

２．２．３ 気象解析 

各調査日における TSP 濃度分布と気象との関係を見る

ため、後方流跡線解析および各常時監視測定局での風向・

風速の解析を実施した。 
後方流跡線解析は、アメリカ海洋大気庁（NOAA）が提

供するオンラインの HYSPLIT モデル計算プログラム 8)を

使用した。計算条件としては、出発地点を調査地点の越前

岬・福井局・大野局の 3 地点とし、出発高度を大気境界層

の影響を除外するため 9)に 1,300m、開始時間を 10 時、22
時、翌日 10 時の 12 時間刻み、追跡時間を 72 時間に設定

した。 
風向風速については、日中（10 時～18 時）、夜間（18

時～2 時）、翌日（2 時～10 時）の 3 区分とし、各区分内

の平均風速および最多風向を採用した。 
２．２．４ 成分分析 

捕集した TSP について環境省「大気中微小粒子状物質

(PM2.5)成分測定マニュアル 10)」に準拠し、イオンクロマト

グラフ法による成分分析を行った。なお、分析の対象成分

はイオン成分 8 項目（NH4+、Mg2+、Ca2+、K+、Na+、    

Cl－、NO3－、SO42－）とした。 
 

３．結果および考察 
 
３．１ 測定結果 

３．１．１ 補完調査地点での測定結果 

補完調査地点で観測を実施した5日分のTSP濃度を図4
に示す。いずれの調査日も、福井地方気象台の公表情報に

よると、黄砂の飛来は確認されなかった。 
また、各調査日における福井局および大野局の SPM 濃

度およびTSP/SPM濃度比率をそれぞれ図5、図6に示す。 
今回の調査では、地点間の TSP 濃度差は各調査日によ

って異なる傾向を示した。例えば、海沿い（越前岬）から

東方向の内陸部（大野局）にかけて TSP 濃度が概ね減少

していくパターン（H25.11.7）や、市街地（福井局）が最

も高くなるパターン（H26.3.18）などが見られた。 
TSP/SPM 濃度比率は、いずれの調査日も福井局より大

野局の方がやや大きくなったが、その推移は福井局と大野

局でよく一致していた（図 6）。 
なお、他の調査日より TSP/SPM 濃度比率が特に高かっ

た H26.3.6 は、福井局、大野局の SPM 濃度が他の調査日

よりも低い（図 5）一方で、TSP 質量濃度は同レベルであ

った（図 4）ことから、当日は、粗大粒子（10μm 超）が

広域的に飛来した可能性があると考えられる。 
 
 

測定メッシュ 

未測定メッシュ 
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３．１．２ 濃度分布図 

各調査日の TSP 濃度分布は、図 7 のとおりである。 
濃度分布に一定の傾向は認められず、市街地を中心に高

くなる分布を示す日（H25.10.31、H26.3.18）や嶺北の西

部（海沿い）が高くなる分布を示す日（H25.11.7）のほか、

ほぼ一様な分布の日（H25.12.5）や疎らな日（H26.3.6）
も見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

 
 

 
３．１．３ 気象解析 

調査した 5 日間の時間帯ごとの後方流跡線図および地

上風向風速分布図（メッシュ P、V は観測データなし）を

図 8 に示す。 
福井市などの市街地を中心にやや高い濃度分布を示し

た H25.10.31（図 7 (a)）の後方流跡線は、終始北寄りの

方向を示していたが、地上風の風速は概ね3.0m/s以下で、

風向は北寄り風から、夜間～翌日にかけて濃度分布の高か

った地域を中心に南寄りに変わっていた（図 8 (a)）。また、

曇りで日射が弱かったことなどから、昼頃を除きパスキル

安定度階級分類が D（中立）～E（やや安定）と、空気が

滞留しやすい条件であった。こうした気象状況と濃度分布

図から、当日は、アジア大陸からの移流よりもむしろ市街

地の地域発生源からの汚染物質の滞留が影響していたと

推測される。 
嶺北の西部（海沿い）が高くなる分布を示した H25.11.7

（図 7 (b)）の後方流跡線は、夜間～翌日は北西方向を示

していたが、市街地の地上風は概ね南寄り、海沿いについ

ては翌日は南から東寄りであった（図 8 (b)）。こうした気

象状況と濃度分布図から、当日は、移流の影響により全体

的に濃度が高くなり、特に上空と地上で風向きが対向して

いた地点（メッシュ N、O、S）では、市街地の発生源か

らの汚染物質が滞留することでより高濃度になったと考

えられる。 
濃度分布がほぼ一様であった H25.12.5 日（図 7 (c)）は、

後方流跡線が終始西方向を示しており（図 8 (c)）、主に国

内（中国地方）からの移流が推測されるが、当日は雨が降

っていたため（表 2 参照）、移流の影響は小さく、降雨に

よるウォッシュアウトが濃度レベルや濃度分布に影響を

与えたものと考えられる。 
濃度分布が疎らであった H26.3.6（図 7 (d)）は、後方流

跡線が終始北西方向を示しており（図 8 (d)）、アジア大陸

からの移流が推測された。しかし、全体的に濃度が低く、

降雨もなかったことから移流してきた飛来物質そのもの

の濃度が低かったと考えられる。 
H26.3.18（図 7 (e)）は、雨が降っていた日中を除き北

寄りの後方流跡線および地上風を示していた（図 8 (e)）。
また、翌朝を除きパスキル安定度階級分類が D（中立）で

あったことから、空気が滞留しやすい条件であった。一方、

濃度分布は、テクノポート福井周辺（メッシュ H）や福井

市～丹南（メッシュ O、T、U）の市街地を中心に特に濃

度が高くなっていた。これらのことから、当日は、アジア

大陸からの移流に加えて市街地等の地域発生源からの汚

染物質の影響も受けていたと推測される。 
３．１．４ 成分分析結果 

各調査日のTSPに含まれるイオン成分を分析した結果、

調査日ごとに異なる傾向が見られた（図 9）。 

     

     

     

     

     

     

     

 

      

      

      

      

      

      

      

 

      

      

      

      

      

      

      
 

     

     

     

     

     

     

     
 

      

      

      

      

      

      

      
 

図 4 TSP 質量濃度測定結果 

図 7 各調査日における濃度分布図 

(a) H25.10.31 

図 6 TSP/SPM 濃度比率 

(b) H25.11.7 

(c) H25.12.5 (d) H26.3.6 

(e) H26.3.18 

図 5 SPM 質量濃度測定結果 

測定なし 

50≦TSP 

40≦TSP＜50 

30≦TSP＜40 

20≦TSP＜30 

TSP＜20 

単位 [μg/m3] 

H25.10.31 H25.11.7 H25.12.5 H26.3.6 H26.3.18

福井局 1 1.3 1.13 2.45 1.53

大野局 1.32 1.48 1.22 3.00 1.64
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H25.10.31（図 9 (a)）は、他の調査日に比べて SO42－濃

度が高くなった。当日は、前述した TSP の濃度分布およ

び気象解析結果において地域発生源の影響が推測されて

いることから、市街地で発生した SOx から二次生成され

た硫酸エアロゾルによって SO42－濃度が高くなった可能

性がある。 
H25.11.7（図 9 (b)）は、主に海塩粒子に由来する Na＋

および Cl－濃度が海沿い（越前岬）で高く内陸に向かって

徐々に減少している傾向にあったことから、当日は、海塩

粒子の広域的な移流があったと考えられる。 
H25.12.5（図 9 (c)）は、H25.11.7 と同様に海沿い（越

前岬）で Na＋および Cl－濃度が高くなったが、その影響は

越前岬のみに留まっていた。当日は雨が降っていたことか

ら、降雨が海塩の影響範囲を小さくしたと推察される。 
H26.3.6（図 9 (d)）は、各成分濃度とも地点間にほとん

ど差がなかったことから、広域的な影響を受けていたこと

が推測された。また、他の調査日に比べて SO42－濃度が低

かったが、その要因として、SO42－の粒径分布は 1μm 以

下の微小粒子側にあると言われている 7)ことから、当日の

SPM 濃度が低く微小粒子が少なかったことが考えられる。 
H26.3.18（図 9 (e)）は、福井局で全てのイオン成分濃

度が高かったことから、当該地域では、移流よりも地域発

生源の影響が大きかったと考えられる。 
 

４．まとめ 
 

TSP 濃度は、調査日によって異なった分布を示した。市

街地を中心に高くなる傾向を示す日や嶺北の西部（海沿

い）が高くなる傾向を示す日のほか、濃度分布が疎らな日

が見られた。 

１．H25.10.31 
後方流跡線の向きと地上風の向きが対向し、市街地の発

生源からの汚染物質が滞留し、この地域を中心に比較的濃

度が高かった。また、市街地由来の SOx から二次生成さ

れた硫酸エアロゾルによって SO42－濃度が高くなった可

能性が推察された。 

２．H25.11.7 
後方流跡線が北西方向を向いていること、沿岸部で Na+

および Cl－濃度が高かったことから海側からの海塩粒子

の影響が推測された。また地上風は概ね南よりであったこ

とから市街地の発生源からの移流も影響したと考えられ、

海側と市街地からの移流により嶺北西沿（海沿い）の濃度

が高かった。 

３．H25.12.5 
後方流跡線は国内からの移流を示しており、また越前岬

では Na+および Cl－濃度が高く、海塩粒子の影響が示唆さ

れた。また、その影響は降雨のため小さくなり、疎らな濃

度分布を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．H26.3.6 
後方流跡線がアジア大陸からの移流を示し、また、地点

間で各イオン成分濃度に差が無かったことから、広域的な

影響を受けたと推測された。なお、当日は、TSP/SPM 濃

度比率や成分分析結果から粗大粒子の割合が高かった。 

５．H26.3.18 
後方流跡線や地上風の向きからアジア大陸からの移流

と地域発生源の影響が推測されたが、成分分析結果から地

域発生源の影響がより大きいと考えられ、市街地を中心に

高い濃度を示す分布となった。 

以上の結果から、TSP の濃度分布はアジア大陸から移流

してきた物質、海塩粒子の移流および地域由来の浮遊物質

の発生、または降雨、風向等の気象条件がそれぞれ複合的

に影響することで形成されると考えられた。 
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図 8 後方流跡線図および地上風向風速図 

後方流跡線図凡例 地上風向風速図凡例 
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図 9 TSP のイオン成分分析結果 
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１．はじめに 

 
インフルエンザウイルスには A、B、C の 3 つの型があ

るが、このうち A 型および B 型は、毎年のように大きな流

行を引き起こしている 1)。2013/14 シーズン（以下「昨シ

ーズン」）の流行は、2009 年に新型インフルエンザとして

大流行を起こした A(H1N1)pdm2009（以下「AH1pdm09」）
が流行の主流であったが、2014/15 シーズン（以下「今シ

ーズン」）は A(H3N2)（以下「AH3」）が主流となった 2)。 
当センターでは、流行ウイルスの性状を把握するために、

県内の患者から採取された検体を用いてインフルエンザウ

イルスの分離、型の同定および薬剤耐性サーベイランス等

の性状解析を行っている。本報では、今シーズンのインフ

ルエンザの流行状況について、これらの結果をまとめたの

で報告する。 

 

２．調査方法 
 
２．１ 調査期間 

2014 年 9 月～2015 年 5 月 
 

２．２ 検査材料 

県内 4 医療機関（嶺北 2 機関、嶺南 2 機関）でインフル

エンザ様疾患患者から採取された 155 検体（155 名）を用

いた。その内訳は、鼻腔拭い液 153 検体、咽頭拭い液 2 検

体であった。 
 
２．３ ウイルス分離および同定 

ウイルス分離は MDCK 細胞を用い、既報 3)に準じて実

施した。細胞変性効果が見られた培養上清は、0.75%モル

モット血球を用いて赤血球凝集（HA）試験を実施した。 
同定および抗原解析には、国立感染症研究所から分与さ

れた抗血清（A/California/7/2009H1N1pdm09、A/New 
York/39/2012H3N2、B/Brisbane/60/2008、B/Massachuset 
ts/2/2012）を用いて赤血球凝集阻止（HI）試験を実施した。 
 
２．４ ウイルス遺伝子検出 

 HA 価が十分に上がらず HI 試験を実施できない場合は

MDCK 細胞の培養上清、ウイルス分離陰性の場合は臨床検

体を材料として、それぞれリアルタイム RT-PCR 法にてウ

イルス遺伝子を検出した。 
RNA 抽出には QIAamp Viral RNA Mini Kit（QIAGEN）

を用い、検体 140μL から RNA 抽出液 60μL を得た。 
A型インフルエンザウイルス共通のM遺伝子（A/M）と、

AH1pdm09 および AH3 の HA 遺伝子（SwH1、H3）、B
型の NS 遺伝子の 4 種類の遺伝子の検出を、「インフルエン

ザ診断マニュアル（第 2 版）」4)に準じ、リアルタイム

RT-PCR 法により実施した。 
リアルタイム RT-PCR 法には、QuantiTect Probe 

RT-PCR Kit（QIAGEN）を用い、機器は Step One Plus 
Real-Time PCR System（Life technologies）を使用した。 
 
２．５ 患者発生状況調査 

インフルエンザ様疾患の集団発生については、福井県健

康増進課感染症・疾病対策グループからの公表 5)に基づき、

集計を行った。 
インフルエンザ様疾患発生報告数については、県内の 32

の定点医療機関（小児科および内科）から報告のあったイ

ンフルエンザ（鳥インフルエンザを除く）の患者情報につ

いて、感染症サーベイランスシステム（ National 
Epidemiological Surveillance of Infectious Diseases: 
NESID）内の感染症発生動向調査システムの数値を用いて

集計した。 
 

３．結果および考察 
 
３．１ 病原体検出および性状把握 

３．１．１ ウイルス検出状況 

インフルエンザウイルスの検出状況を検体採取週別に図

1 に示した。今シーズンは AH3 124 件（85.5％）、B 型

Victoria 系統（以下｢B（Vic）｣）1 件（0.7％）および B 型

山形系統（以下｢B（山形）｣）20 件（13.8％）が検出され

た。 
 AH3 は 2014 年第 47 週から検出され、2015 年第 3 週を

ピークに 2015 年第 13 週まで検出された。一方、B（山形）

は 2015 年第 8 週から検出され、2015 年第 15 週をピーク

に 2015 年第 20 週まで検出された。B（Vic）は 2015 年第

13 週に嶺北地区で 1 件検出されたのみであった。B 型の検

出時期が比較的早かった昨シーズン 6)と比較すると、今シ

ーズンの B 型の流行は、検出時期が遅く、規模も小さいも

のであった。 
全国でも本県同様、AH3 が全体の 9 割近くを占め、B 型

は B（山形）が優位であった 2)。 
３．１．２ 分離ウイルスの抗原性状 

 ウイルス分離の結果は、AH3 106 株、B（Vic）1 株

および B（山形）20 株であった。分離株について、HA 試

験および HI 試験を行い、各分離ウイルスの抗原性状を表 1
に示した。 
 

資 料 資料 
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2012/13シーズン 2013/14シーズン 2014/15シーズン

総数 183 308 261
保育所 1 0 1
幼稚園 25 22 18
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中学校 29 20 27
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表 2 インフルエンザ様疾患集団発生の状況（施設別） 
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<10 160 <10 <10 32
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PCRで同定

計

計

HI価

分離数

HI価

分離数

（1）AH3  
AH3 は 106 株のうち 96 株について HI 試験が実施でき

たが、残りの 10 株は HA 価が十分に上がらず、細胞培養

上清を用いてリアルタイムRT-PCR法にてウイルス遺伝子

を検出した。ワクチン株である A/New York/39/2012H3N2
と 5.2％が 2 倍差、22.9％が 4 倍差、36.5％が 8 倍差、33.3％
が 16 倍差、2.1％が 32 倍差となり、HI 価の低い傾向が見

られた。分離できず臨床検体からリアルタイム RT-PCR 法

によりウイルス遺伝子を検出した検体は 18 件であった。 
（2）B 型 
 B 型は 21 株について全て HI 試験を実施した。B（Vic）
1 株は、B/Brisbane/60/2008 と 4 倍差であった。B（山形）

は、ワクチン株である B/Massachusetts/2/2012 と 40.0%
が同等、50.0％が 2 倍差であった。 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．２ 患者発生状況 

３．２．１ インフルエンザ様疾患集団発生報告 

インフルエンザ様疾患の集団発生状況を図 2（施設数お

よび患者数）および表 2（施設別）に示した。今シーズン

の初発は 2014 年第 48 週、ピークは 2015 年第 4 週（施設

数：81 件、患者数：862 人）であり、2015 年第 20 週に終

息した。集団発生施設数は 261 件、総患者数 2,565 人、総

欠席者数 2,388 人であった。施設別では、小学校が最も多

く、次いで中学校、幼稚園と続いた。昨シーズン 6)と比較

すると、初発は 7 週早かったが、終息は同時期に迎えた。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．２．２ 感染症発生動向調査（患者報告） 

 患者発生動向調査における定点あたりのインフルエンザ

様疾患の患者報告数を図 3（福井県：2010 年第 36 週～2015
年第 24 週）および図 4（福井県と全国：2014 年第 36 週～

2015 年第 24 週）に示した。  
定点あたり患者報告数は、2014 年第 48 週に流行開始指

標値である 1.0 人/定点に達し、流行期に入った。2014 年第

52週に流行発生注意報の基準値である10.0人/定点を超え、

過去 5 シーズンで最も早い注意報の発令となった。2015 年

第 4 週に今シーズンのピーク（63.31 人/定点）に達し、ピ

ークの高さは過去 5 シーズンで、上位 2 番目であった。2015
年第 10 週に 10.0 人/定点を下回り、その後緩やかに減少し、

2015 年第 23 週に 1.0 人/定点以下となって終息した。 
今シーズンの累積患者数における年齢階層別割合を図 5

に、年齢および受診週毎の年齢階層別患者報告数の推移を

図6に示した。累積患者数は、例年同様5～9歳が最も多く、

次いで 10～19 歳、0～4 歳の順であった。昨シーズンは 9
歳未満が半数以上を占めたが、今シーズンは半数には達し

なかった。また、図 6 に示すとおり、ピークは 0～19 歳の

年齢層で顕著に見られた。 
 

図 2 インフルエンザ様疾患集団発生の状況 

（施設数および患者数） 

 
図 1 検体採取週別検出状況 

 
表 1 分離ウイルスの抗原性状 
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表 2 インフルエンザ様疾患集団発生の状況（施設別） 
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を検出した。ワクチン株である A/New York/39/2012H3N2
と 5.2％が 2 倍差、22.9％が 4 倍差、36.5％が 8 倍差、33.3％
が 16 倍差、2.1％が 32 倍差となり、HI 価の低い傾向が見

られた。分離できず臨床検体からリアルタイム RT-PCR 法

によりウイルス遺伝子を検出した検体は 18 件であった。 
（2）B 型 
 B 型は 21 株について全て HI 試験を実施した。B（Vic）
1 株は、B/Brisbane/60/2008 と 4 倍差であった。B（山形）

は、ワクチン株である B/Massachusetts/2/2012 と 40.0%
が同等、50.0％が 2 倍差であった。 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．２ 患者発生状況 

３．２．１ インフルエンザ様疾患集団発生報告 

インフルエンザ様疾患の集団発生状況を図 2（施設数お

よび患者数）および表 2（施設別）に示した。今シーズン

の初発は 2014 年第 48 週、ピークは 2015 年第 4 週（施設

数：81 件、患者数：862 人）であり、2015 年第 20 週に終

息した。集団発生施設数は 261 件、総患者数 2,565 人、総

欠席者数 2,388 人であった。施設別では、小学校が最も多

く、次いで中学校、幼稚園と続いた。昨シーズン 6)と比較

すると、初発は 7 週早かったが、終息は同時期に迎えた。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．２．２ 感染症発生動向調査（患者報告） 

 患者発生動向調査における定点あたりのインフルエンザ

様疾患の患者報告数を図 3（福井県：2010 年第 36 週～2015
年第 24 週）および図 4（福井県と全国：2014 年第 36 週～

2015 年第 24 週）に示した。  
定点あたり患者報告数は、2014 年第 48 週に流行開始指

標値である 1.0 人/定点に達し、流行期に入った。2014 年第

52週に流行発生注意報の基準値である10.0人/定点を超え、

過去 5 シーズンで最も早い注意報の発令となった。2015 年

第 4 週に今シーズンのピーク（63.31 人/定点）に達し、ピ

ークの高さは過去 5 シーズンで、上位 2 番目であった。2015
年第 10 週に 10.0 人/定点を下回り、その後緩やかに減少し、

2015 年第 23 週に 1.0 人/定点以下となって終息した。 
今シーズンの累積患者数における年齢階層別割合を図 5

に、年齢および受診週毎の年齢階層別患者報告数の推移を

図6に示した。累積患者数は、例年同様5～9歳が最も多く、

次いで 10～19 歳、0～4 歳の順であった。昨シーズンは 9
歳未満が半数以上を占めたが、今シーズンは半数には達し

なかった。また、図 6 に示すとおり、ピークは 0～19 歳の

年齢層で顕著に見られた。 
 

図 2 インフルエンザ様疾患集団発生の状況 

（施設数および患者数） 

 
図 1 検体採取週別検出状況 

 
表 1 分離ウイルスの抗原性状 
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４．まとめ 
 

 2014/15 シーズンの福井県のインフルエンザの流行は、

例年よりも立ち上がり時期が早く、昨シーズンよりも 5 週

早くピークを迎えたが、終息時期は例年並みであった。 
 本県におけるインフルエンザウイルス検出率は、AH3 が

85.5%（124/145）および B 型 14.5%（21/145）であった。

B 型については、B（山形）が流行の主流であった。 
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図 6 年齢階層別患者報告数 
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福井県におけるアデノウイルス感染症の発生状況 
 

野田 希・平野映子・小和田和誠・大村勝彦 
 

Trend of Adenovirus infection in Fukui Prefecture 
 

Nozomi NODA, Eiko HIRANO, Kazuaki KOWADA, Katsuhiko OMURA  
 
 

１．はじめに 
 
アデノウイルス（AdV）は、アデノウイルス科、マスト

アデノウイルス属に属するウイルスである。ウイルス遺伝

子は、直鎖状の二本鎖 DNA からなり、約 36kb の長さを

有する 1) 。現在までに 56種類の血清型が知られており 2)、

咽頭炎、扁桃炎、肺炎などの呼吸器疾患、咽頭結膜熱（PCF）、
流行性角結膜炎（EKC）などの眼疾患、胃腸炎などの消化

器疾患、出血性膀胱炎などの泌尿器疾患から、肝炎、膵炎

から脳炎にいたるまで、多彩な臨床症状を引き起こす 3)。 
AdV により引き起こされる疾患のうち、PCF および

EKC は 5 類感染症の定点把握疾患であり、感染症発生動向

調査の病原体検査の対象となっている。本報では、これら

2 疾患について、過去 4 年間（2010～2013 年）における

患者発生状況およびウイルス検出状況についてまとめたの

で報告する。 
 

２．方法 
 
２．１ 検査期間 

2010 年 1 月～2013 年 12 月 

２．２ 検査方法 

２．２．１ 患者発生状況 

県内の定点医療機関（PCF：小児科定点、EKC：眼科定

点）から報告のあった患者情報について、感染症サーベイ

ランスシステム（National Epidemiological Surveillance 
of Infectious Diseases: NESID）内の感染症発生動向調査

システムの数値を用いて集計した。 
２．２．２ 病原体サーベイランス  
県内の医療機関を受診した患者 88 名（PCF 48 名および

EKC 40 名）から採取された 88 検体（結膜拭い液 43 検体、

鼻汁 29 検体および咽頭拭い液 16 検体）を検査対象とした。 

AdV の検出および同定には、遺伝子検出法と培養細胞を

用いるウイルス分離－中和試験を併用した 4)。 
遺伝子検出は、QIAamp Viral RNA Mini Kit（QIAGEN）

を用いて DNA を抽出した後、国立感染症研究所の「咽頭

結膜熱・流行性角結膜炎検査,診断マニュアル（第 2 版）」
2)に準じて PCR 法を行い、増幅産物である 350bp の塩基配

列を BLAST 検索することで同定した。 
ウイルス分離は CaCo-2および HEp-2の 2種類の細胞を

用い、1 週間ずつ 3 代培養した。AdV 様の CPE が現れた

ものについて、デンカ生研の抗血清を用い中和試験を実施

した。 
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図 1 定点あたり患者数の推移（咽頭結膜熱） 

図 2 定点あたり患者数の推移（流行性角結膜炎） 
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１．はじめに 
 
アデノウイルス（AdV）は、アデノウイルス科、マスト

アデノウイルス属に属するウイルスである。ウイルス遺伝

子は、直鎖状の二本鎖 DNA からなり、約 36kb の長さを

有する 1) 。現在までに 56種類の血清型が知られており 2)、

咽頭炎、扁桃炎、肺炎などの呼吸器疾患、咽頭結膜熱（PCF）、
流行性角結膜炎（EKC）などの眼疾患、胃腸炎などの消化

器疾患、出血性膀胱炎などの泌尿器疾患から、肝炎、膵炎

から脳炎にいたるまで、多彩な臨床症状を引き起こす 3)。 
AdV により引き起こされる疾患のうち、PCF および

EKC は 5 類感染症の定点把握疾患であり、感染症発生動向

調査の病原体検査の対象となっている。本報では、これら

2 疾患について、過去 4 年間（2010～2013 年）における

患者発生状況およびウイルス検出状況についてまとめたの

で報告する。 
 

２．方法 
 
２．１ 検査期間 

2010 年 1 月～2013 年 12 月 

２．２ 検査方法 

２．２．１ 患者発生状況 

県内の定点医療機関（PCF：小児科定点、EKC：眼科定

点）から報告のあった患者情報について、感染症サーベイ

ランスシステム（National Epidemiological Surveillance 
of Infectious Diseases: NESID）内の感染症発生動向調査

システムの数値を用いて集計した。 
２．２．２ 病原体サーベイランス  
県内の医療機関を受診した患者 88 名（PCF 48 名および

EKC 40 名）から採取された 88 検体（結膜拭い液 43 検体、

鼻汁 29 検体および咽頭拭い液 16 検体）を検査対象とした。 

AdV の検出および同定には、遺伝子検出法と培養細胞を

用いるウイルス分離－中和試験を併用した 4)。 
遺伝子検出は、QIAamp Viral RNA Mini Kit（QIAGEN）

を用いて DNA を抽出した後、国立感染症研究所の「咽頭

結膜熱・流行性角結膜炎検査,診断マニュアル（第 2 版）」
2)に準じて PCR 法を行い、増幅産物である 350bp の塩基配

列を BLAST 検索することで同定した。 
ウイルス分離は CaCo-2および HEp-2の 2種類の細胞を

用い、1 週間ずつ 3 代培養した。AdV 様の CPE が現れた

ものについて、デンカ生研の抗血清を用い中和試験を実施

した。 
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図 1 定点あたり患者数の推移（咽頭結膜熱） 

図 2 定点あたり患者数の推移（流行性角結膜炎） 
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３．結果および考察 
 
３．１ 患者発生状況 

３．１．１ 定点あたり報告数の推移 

PCF および EKC の定点あたり患者数の推移を図 1 およ

び図 2 に示した。PCF は通常夏季に流行するが 3)、近年は

全国的に冬季にも患者が発生する傾向がある 5)。本県でも

2011 年以降は、夏季の流行に加えて冬季にも患者数が増加

する傾向が見られた。特に、2011 年は 2 月のピークから夏

季まで続く大きな流行が見られた。一方、EKC はかつて夏

を中心とした季節性が見られたが、2007 年以降は従来ほど

の季節性が無くなっており 6,7)、本県においても明確な季節

性は確認できなかった。 
３．１．２ 患者年齢 

PCF および EKC の過去 4 年間 
累計の年齢階層別患者報告数を図 
3 および図 4 に示した。PCF では、 
1 歳児の報告数が最も多く、5 歳 
以下だと全体の約 9 割を占めた。 
EKC では、30～39 歳の報告数を 

中心に幅広い年齢層で見られた。 
なお、性別では、PCF（男性 1,259 人、女性 1,043 人）

および EKC（男性 100 人、女性 93 人）ともに男性がやや

多かった。 
 

３．２ 病原体サーベイランス 
３．２．１ 臨床症状 

PCF および EKC の患者の臨床症状を表 1 に示した。 
PCF の患者では、発熱が 48 名のうち 42 名（87.5%）と

最も多く、次いで結膜炎 33 名（68.8%）、上気道炎 28 名

（58.3%）、発疹および下痢が各 2 名（4.2%）で、その他は

下気道炎、鼻汁、咳、口内炎、目脂・充血が各 1 名（2.1%）

であった。 
EKC の患者では、結膜炎が 40 名のうち 33 名（82.5%）、

リンパ節腫脹 8 名（20.0%）、発熱および上気道炎が各 4 名 
（10.0%）、角膜炎 2 名（5.0%）であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 年齢階層別患者報告数（咽頭結膜熱） 

表 1 臨床症状 

図 5 AdV月別検出状況（咽頭結膜熱） 

図 6 AdV月別検出状況（流行性角結膜炎） 
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３．２．２ ウイルス検出状況 
PCF および EKC の過去 4 年間の月別のウイルス検出状

況を図 5 および図 6 に示した。 
PCF の患者検体から、AdV が 21 件検出され、その他に

ライノウイルスが 6 件、A 群コクサッキーウイルス（CoxA）

6 型およびエコーウイルス 6 型が各 2 件、RS ウイルス、ヒ

トボカウイルス、CoxA4、CoxA9 および B 群コクサッキー

ウイルス 3 型が各 1 件検出された。AdV の内訳は AdV3 型

（AdV3）が 12 件（57.1%）、AdV2 が 4 件（19.0%）、AdV1
が 3 件（14.3%）および AdV5 が 2 件（9.5%）であり、全

国の傾向と同様であった 8)。AdV3 は年ごとの検出数の変

動が大きく、全国で検出数の多かった 2001 年および 2003
～2006 年には PCF 患者報告数も例年より多かった 8)。本

県では、2010 年 8 月～2011 年 7 月にかけて AdV3 が多く

検出されており、PCF の流行との関連が示唆された。 
EKC の患者検体から、AdV が 40 件検出され、内訳は

AdV37 が 16 件（40.0%）、AdV3 が 8 件（20.0%）、AdV8
が 7 件（17.5%）、AdV56 が 5 件（12.5%）、AdV53 が 3
件（7.5%）および AdV 型不明が 1 件（2.5%）であった。

AdV37 は 2010 および 2012 年、AdV3 は 2011 年、AdV8
は 2011～2013 年に多く検出されており、流行年が異なっ

ていた。 
 

４．まとめ 
 

PCF および EKC は、いずれも AdV の感染によって起こ

る疾患だが、過去 4 年間（2010～2013 年）の流行状況に

は違いが見られた。 
PCF では夏季および冬季の季節性が見られたが、EKC

では明確な季節性は確認できなかった。 
県内の医療機関を受診した患者から採取された 88 検体

（PCF：48 検体、EKC：40 検体）について、AdV の検出

を試みたところ、61 検体（PCF：21 検体、EKC：40 検体）

からAdVが検出された。PCFの患者からはAdV3（57.1%）、

EKC の患者からは AdV37（40.0%）および AdV3（20.0%）

が多く検出された。検出された AdV の型は年によって異な

り、患者報告数に影響している可能性が示唆された。 
 

なお、他の 5 類定点把握疾患についても同様にまとめ、

「福井県の身近な感染症」としてホームページに掲載した。

ホームページアドレス：http://www.erc.pref.fukui.jp/ 
center/fukui_kansen/fukui_kansen.html 
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は 2011～2013 年に多く検出されており、流行年が異なっ

ていた。 
 

４．まとめ 
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小学校で発生したジャガイモによるソラニン類食中毒事例 
 

澤崎加奈恵・山岸 浩・青木保憲 
 

Food poisoning case of solanine kinds by the potato which occurred at an elementary school 
 

Kanae SAWAZAKI, Hiroshi YAMAGISHI, Yasunori AOKI 
 
 

１．はじめに 
 
平成 26 年 7 月 18 日、福井県内の小学校において、授

業で収穫したジャガイモを茹でて喫食したところ、約 30
分後を初発として児童 31 名中 6 名が腹痛・嘔吐等の症状

を呈した。発症の状況からジャガイモに含まれるソラニン

類を原因とした食中毒が疑われ、小学校に残っていた未調

理のジャガイモについて、当センターでα-ソラニンおよ

びα-チャコニンの検査を実施した。その結果、これらが

高濃度で検出され、原因であると判明した。 
 

２．試験方法 
 
２．１ 試料 

 搬入受け入れをしたジャガイモ 43 個を大きさや緑化の

程度が均等になるように半数に分け、一方（約 20 個）を

水で洗浄した。その後、皮付きのままフードプロセッサー

でペースト状にし、均一化したものを試料とした。 

 なお、搬入されたジャガイモの大きさをヒストグラムで

表すと図 1のようになり、中央値は 20.3g であった。 

 
図 1 ヒストグラム 

 

２．２ 対象化合物 

 α-ソラニンおよびα-チャコニンについて実施した。 
 
２．３ 試薬等 

 α-ソラニンおよびα-チャコニン：EXTRASYNTHESE
社製を用いた。 
 標準溶液：α-ソラニンおよびα-チャコニンそれぞれに

ついて、メタノールで 200μg/mL の標準溶液を調製した。

各 200μg/mL標準溶液を混合し 100μg/mLの混合標準溶

液とし、これをメタノール・アセトニトリル（1：1）で希

釈し、5～100μg/mL の範囲で 5 濃度の検量線用標準溶液

を調製した。 

 その他の試薬：特級、HPLC 用を用いた。 
 ガラス繊維ろ紙：Whatman 934AH を用いた。 
 ミニカラム：Waters 製 Sep Pak Plus C18 cartridge を

用いた。 
 
２．４ 装置および測定条件 

HPLC 装置：Waters Alliance2690 
分析カラム：YMC-GEL NH2-120-S（4.6mmI.D.×

150mm、粒子径 5μm） 
移動相：アセトニトリル・水・0.2mol/L リン酸緩衝液

（pH3.0）（77：20.5：2.5） 
カラム温度：40℃、流速：1.0mL/min 
注入量：50μL 
検出方法：UV205nm 

 
２．５ 試験溶液の調製 
名古屋市衛生研究所で開発された方法に準じ、図 2 の方

法により、試験溶液を調製した。 
得られた試験溶液を HPLC に注入し、得られたクロマ

トグラムのピーク面積から、絶対検量線法により定量した。

なお、試験は 3 併行で行った。 
試料　2g

　5%酢酸　100mL
　超音波　75min

ろ過（ガラス繊維ろ紙Whatman934AH）

ろ液　50mL

Sep Pak Plus C18 cartridge※ ※メタノール10mL、水10mL、

   5%酢酸5mLでコンディショニング

　水洗浄

　メタノール溶出　10mL

溶出液

残留物

　メタノール　1.0mL
　アセトニトリル　1.0mL

HPLC

　溶媒留去

　30%メタノール洗浄　5mL

 
図 2 試験溶液の調製方法 

 
３．結果および考察 

 
３．１ 測定結果 

α-ソラニンおよびα-チャコニンについて測定結果を表

1 に示した。 

資料 
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ジャガイモ中の平均含有量は、α-ソラニンが 112μg/g、
α-チャコニンが 244μg/g であった。通常、ジャガイモの

可食部分は、100g あたり平均 7.5mg のソラニンやチャコ

ニンを含んでいる 1)といわれているため、今回は、その 5
倍程度の濃度に相当する。また、これらの有毒成分の小児

中毒量は、経口で 15.6～40mg2)であることから、今回の

ジャガイモであれば、44～112g 程度を喫食すると発症す

ることになる。 
表1　測定結果

α-chaconine α-solanine
1回目（μg/g） 253.7 116.9
2回目（μg/g） 244.2 112.4
3回目（μg/g） 235.0 107.5
Ave（μg/g） 244.3 112.3

CV（%） 3.84 4.19  
 

４．まとめ 
 
ジャガイモの新芽や緑色部分にはα-, β-, γ-ソラニン、

α-, β-, γ-チャコニン、α-, β-, ソラマリン、コマソニ

ン、レプチンおよびデミツシンなどのステロイド系アルカ

ロイド配糖体が含まれるが、その約 95％はα-ソラニンお

よびα-チャコニンである 3)。これら有毒成分は発芽部分や

茎、緑化したジャガイモに多く分布しており 4)、食後約 30
分から半日で嘔吐、下痢、腹痛などの抗コリンエステラー

ゼ作用による症状が現れ、重症例で意識障害や呼吸困難な

どに至ることもある 5)。 

本県においてはソラニン類を原因とした食中毒は、平成

に入ってからは初めての事例であったが、国内ではほぼ毎

年発生しており、そのほとんどが学校での発生であること

から、食中毒事件 1 件あたりの患者数は比較的多い 6)。今

回の事例を受け、学校関係者のみならず広く県民を対象に、

ソラニン類などの自然毒についての知識の普及啓発を図

ることが大切である。 

また、これまで当センターではソラニン類の検査実績は

なかったが、前年度に検査体制を整えていたことから、今

回の事例に対応することができた。食中毒の発生件数は少

ないものの、自然毒は、スイセンのリコリン、トリカブト

のアコニチンなど数多くあり、毒性の高いものもあること

から、これらの検査体制を整えていくことが必要と考える。 
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湖沼中の難分解性有機物に関する挙動解析 
 

松井 亮・荻野賢治・中村大充・田中宏和 
 

Behavior of Refractory Dissolved Organic Matter in Mikata Lake 
 

Ryou MATSUI, Kenji OGINO, Masamitsu NAKAMURA, Hirokazu TANAKA 
 
 

1．はじめに 
 
福井県内の公共用水域常時監視調査の結果では、三方五

湖において、有機物等汚濁の代表的な指標である化学的酸

素要求量（COD）が環境基準に適合していない地点が存

在する。そこで、三方五湖における湖沼水の COD のこれ

までの経年変化を見ると、図 1 に示すとおり三方湖は類型

指定が B 類型で基準が 5 mg/L であるのに対し、環境基準

に適合していない年が多い。しかし、その原因については

不明である。 
他県においては、琵琶湖の COD が 1984 年を境に徐々

に増加している。琵琶湖では水質悪化が問題視されてから、

様々な浄化対策が行われており、琵琶湖に流入する汚濁負

荷量が増えていないにも関わらず、COD が増加している

現状がある。一方、微生物により分解されやすい有機物の

量を表す生物化学的酸素要求量（BOD）は、横ばいか低

減傾向である。これらのことから、微生物によって分解さ

れにくい難分解性有機物が蓄積していると推察されてい

る 1）。 
湖沼における微生物に分解されにくい難分解性有機物

に関する研究は、海外でも日本国内でも研究事例が少ない。

しかし、現実の湖沼の水質汚濁現象を解明する上では不可

欠な研究テーマとなっており、多くの研究者・機関が取り

組むことが期待されている。 
そこで、当県の三方五湖においても、環境基準を達成し

ていない原因の一つと考えられる、難分解性有機物に着目

し、分布状況を明らかにして、その結果に応じた環境保全

対策に繋げることを目的とした研究をすすめている。これ

まで福井県内における公共用水域において、難分解性有機

物についての研究を行った事例はない。県外においては、

滋賀県で琵琶湖における研究事例および石川県で河北潟

における研究事例等がある 1,2）。 
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図 1 福井県三方五湖湖沼水の COD の経年変化 

 
２．実験方法 

 
２．１ 長期生分解実験の方法 

三方湖東部地点の表層湖沼水試料を室温で保管し、採水

してから 0、20、50、164 日後試料の COD、BOD および

溶存態有機体炭素（DOC）を測定した。 
試料保管時は、曝気処理等は行わず、静置した。 

 

２．１．１ ＢＯＤ測定 

BOD 測定は、JIS K 0102 21（2013）に基づいて行い、

20℃、暗条件下で 5 日間放置したとき消費された溶存酸素

の量（mgO/L）から求めた。 
２．１．２ ＣＯＤ測定 

COD 測定は、JIS K 0102 17（2013）に基づいて行い、

試料を硫酸酸性とし、酸化剤として過マンガン酸カリウム

を加え、沸騰水浴中で 30 分間反応させ、そのとき消費し

た過マンガン酸の量を求め、相当する酸素の量（mgO/L）
から求めた。 
２．１．３ ＤＯＣ測定 

DOC 測定は、JIS K 0102 22.2（2013）に基づいて行

い、燃焼酸化－赤外線式 TOC 自動計測法を用いた。TOC
計測器（（株）島津製作所 TOC-VCSH）に供給した試料

に、酸を加えて pH を 2 以下にし、通気して無機態炭素を

除去した後、その一定量をキャリヤーガスとともに高温の

全炭素測定管に送り込み、有機物中の炭素を二酸化炭素と

し、その濃度を非分散型赤外線ガス分析計で測定して

DOC 濃度を求めた。 
 

３．結果および考察 
 

３．１ 長期生分解実験 

その結果を図 2、3 に示す。図 2 の長期生分解実験結果

を見ると、BOD は採水後著しく低下し、経過日数約 50
日以降はほぼ同値となった。 
また、COD は濃度低下挙動が見られるが、その速度は

ゆるやかであり、経過日数約 50 日以降も濃度低下が見ら

れた。 
図 3 を見ると、DOC は経過日数約 20 日後では大きな

変化は見られず、約 50 日後に約 30％の濃度低下が確認さ

れ、約 170 日後には経過日数約 50 日後に比べて濃度上昇

が確認できた。 
経過日数約 20 日後に、生物易分解性有機物指標の BOD

はほとんど検出されなくなったが、COD は経過日数 164
日後も低下傾向が確認され、DOC の結果から有機物の細

粒化も示唆された。この結果から、福井県三方湖の難分解

性有機物は全く分解が停止するわけではなく、時間経過と

ともに成分が変化すると考えられた。 
 

４．まとめ 
 
（1）福井県三方湖湖沼水の生物易分解性有機物の分解は、

約 50 日間で完了すると考えられる。 
（2）同湖沼水の難分解性有機物は時間経過とともに成分

が変化すると考えられる。 
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  図 2 三方湖湖沼水における採水後の生分解経過日数   図 3 三方湖湖沼水における採水後の生分解経過日数 

    と BOD、COD 濃度との関係               と DOC 濃度との関係 

 

 
 
 




